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地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター 平成３０事業年度 年度計画評価表 

項目番号 年 度 計 画 地方独立行政法人 評価委員会評価 

大 中 小 内  容 自己評価 評
価 

評
価 

評価の判断理由・評価に対する

コメントや改善案、要望など 

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置  ３  

 １ 救急医療  ４  

  ・三次救急医療の役割を担い、ヘリポートを併

設する救命救急センター（ＩＣＵ１０床、Ｈ

ＣＵ１０床を設置）として、脳卒中・急性心

筋梗塞・多発外傷・熱傷・急性中毒等の重篤

救急患者に対して２４時間３６５日体制で高

度で専門的な医療を提供し広域的な患者の受

入に対応する。 

・地域医療機関との連携を強化するなかで、二

次救急医療等については、他の病院群輪番制

病院及び夜間急病診療所（山武郡市広域行政

組合）等の後方ベッドとしての役割を充実さ

せるとともに、病院群輪番制に参加する。 

・救急患者や重篤紹介患者などの受入を円滑に

行えるよう、地域のメディカルコントロール

協議会の活用や地域医療連携室からの情報発

信等を通じて消防や医師会等の関係機関との

連携強化を図る。 

 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

救急車搬送受入患者数 

 ２，５００人

ウォークイン受入患者数 ２，５００人

救急車応需率   ７８．０％

・二次救急で対応できない重症及び複数診療科領域をま

たぐ重篤な救急患者に対し高度な医療を２４時間３

６５日体制で提供して広域的な患者の受入に対応し

た。山武郡市広域行政組合管内では、月平均の重症患

者受入割合が４０．７％と他の医療機関に比べ大きな

割合を占めていることから、この地域における三次救

急医療において大きな役割を担っている。 

・二次救急医療については、他の病院群輪番制病院の後

方ベッドとしての役割を担うとともに、一月あたり夜

間４コマ（内科系・外科系各２コマ）、休日日中２コ

マ（内科系・外科系各１コマ）病院群輪番制に参加し

た。 

・救急患者等の円滑な受入のため、各広域消防とのメデ

ィカルコントロール体制を構築し、医師の指示・指

導・助言を２４時間３６５日体制で提供するととも

に、救急救命士の病院実習の受入を積極的に行った。

また、広域消防との災害事故における救急業務の協力

に関する協定書を締結し、災害事故に関する相談・出

動活動に協力した。 

  関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

救急車搬送受入患者数 

（主な救急搬送受入れ地域） 

  ３，０９２人 

（山武郡市１，９２０人）

（長生郡市  ７１１人）

ウォークイン受入患者数 ３，１０５人 

ドクターヘリ受入患者数 ５１人 

救急車応需率  ７７．２％ 

４ ４ ●救急患者の受入れについて、

多くの項目において計画を

上回る実績となっており、ま

た長生地域からの受入れも

伸びてきているなど、救命救

急センターとして広域的に

多くの救急患者の受入れを

行っていることは評価でき

る。 

●救急車搬送受入患者数が

５００人程度増加している

にもかかわらず、救急車応需

率が減少、また計画を下回っ

ているのは、ウォークイン受

入患者数の増加等によるも

のと考えられるため、近隣の

医療機関との連携体制の構

築や役割分担の明確化が必

要と考える。 
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病院群輪番制への参加 

・山武郡市二次救急医療

輪番 

・山武郡市休日当番 

・一月あたり内科系２日

外科系２日

・一月あたり二次内科系１日

二次外科系１日
 

病院群輪番制参加状況 

・山武郡市二次救急医療

輪番 

・山武郡市休日当番 

・一月あたり内科系２日

外科系２日

・一月あたり二次内科系１日

二次外科系１日
 

              

 ２ 地域の中核病院として担うべき医療  ４  

   小児医療・小児救急医療 

・外来治療に重点を置きつつ、急性疾患を中心

に入院治療に対応した小児医療を提供する。

 

・救命救急センターにおいて、小児科専門医と

救急専門医の協力のもと小児救急医療を提供

する。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

時間外受入小児患者数 １，２００人
 

小児医療・小児救急医療 

・小児科常勤医師・非常勤医師により、外来治療の強化

を図り重症化を防ぐとともに、急性疾患を中心に入院

治療に対応した小児医療を提供した。 

・救命救急センターにおいて、小児科専門医と救急専門

医の協力のもと小児救急医療を提供した。 

 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

小児科外来延患者数 ９，２３１人

小児科入院延患者数 １，０８２人

時間外受入小児患者数 ８５６人
 

３ ３ ●常勤医師２人の体制のなか、

平日の診療日の午後及び日

曜日の午前において時間外

対応をいただいており、平日

の２日については午後９時

までの対応となっているな

か、実際には午後１０時くら

いまで対応いただいている

状況を踏まえれば、評価「４」

で良いのではないか。 

●小児科については、専門分野

以外の分野も対応しなけれ

ばならないなかで救急も対

応するといった、他の診療科

とは異なる勤務内容となっ

ており、時間外勤務時間の削

減は難しい部分もあると考

える。 
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   周産期医療 

・周産期病床において、正常分娩を中心に周産

期医療を行う。 

 

 

・ハイリスク分娩等については、千葉大学医学

部附属病院と連携して対応を行う。 

 

 

・設立団体との協力体制のもと、産後ケア事業

を提供する。 

 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

分娩件数 ３２５件

産後ケア事業の利用 ２０件
 

周産期医療 

・病棟内覧会の実施やホームページのリニューアルなど

積極的な情報発信に努め、正常分娩を中心に周産期医

療を行い、分娩開始以来、初めて計画値を上回る件数

の分娩を行った。 

・新生児が非常に重篤で、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）

での治療が必要な場合などにおいては、千葉大学医学

部附属病院及び千葉県こども病院と連携して対応を

行った。 

・設立団体において、子育てに不安や困難感を抱える産

婦が安心して子育てをできるように宿泊型の産後ケ

ア事業を提供したが、制度周知等に課題が残り計画値

を下回った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

分娩件数 ３３２件 

産後ケア事業の利用  ９件
 

４ ４ ●分娩件数が増加、また計画値

を上回る実績となったこと

は評価できるが、産後ケア事

業については更なる制度周

知等を図っていただきたい。

全体としては評価「３」が妥

当ではないか。 

●産後ケア事業は推進してい

ただきたいと考えており、他

の医療機関で出産された方

も事業の対象となるため、事

業主体である行政を中心と

したなかでの制度周知等に

努めていただきたい。 
           

   災害医療 

・地域災害拠点病院として、災害の発生時には

医療救護活動の拠点としての機能を担うとと

もに、千葉大学医学部附属病院のＤＭＡＴ（災

害派遣医療チーム）との密接な関連のもと、

ＤＭＡＴの派遣などの医療救護活動を行う。

 

・災害の発生時にその機能を充分に発揮できる

ように、緊急時における連絡体制の確保、医

療物資や飲料水等の備蓄、メディカルセンタ

ー全体を対象としたトリアージ訓練等の災害

医療訓練の実施やＤＭＡＴを中心に災害救護

を想定した各種訓練に参加するなど、災害医

療に対応可能な体制を整備する。 

 

 

災害医療 

・地域災害拠点病院として、千葉大学医学部附属病院の

ＤＭＡＴとの連絡体制を維持し、災害時に多発する重

症傷病者に対する救急医療体制を確保するため、高度

な診療機能・被災地からの重症傷病者の受け入れ機

能・広域搬送の対応機能・ＤＭＡＴの派遣機能等を強

化した。 

・災害発生時に備え、地域医療機関、医師会、自治体等

との連絡体制を確保するとともに、医薬品、診療材料、

飲料水等の更新を適切に行い備蓄を確保した。また、

院内大規模火災訓練とＤＭＡＴ関東ブロック訓練の

合同実施やＤＭＡＴを中心に災害救護を想定した各

種訓練に参加したほか、地域災害拠点病院である当セ

ンターの役割を強化するため、各職種の職員が実際の

災害を想定した訓練に参加し、災害医療に対応可能な

体制を整備した。 

４ ４ ●災害訓練について、７回とい

った非常に多くの回数の実

施となっており、また対象者

も各職種の職員に広げるな

ど、病院全体として取り組ん

でいることは評価できる。 

●災害医療への対応として、引

き続き関係する研修の受講

や訓練の実施等に努めてい

ただきたい。 
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・被災した際になるべく早期に通常の診療機能

への回復ができるように、業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）を策定する。 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

災害訓練 ２回

各種災害関連研修への

参加 
２０人

業務継続計画（ＢＣＰ）

策定 
年度末までに策定

 

・被災時、早期に通常の診療機能への回復ができるよう

に、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定した。今後は、計

画の実効性を高めるため教育・訓練・見直し等を適宜

行う。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

災害訓練 ７回

各種災害関連研修への

参加 
  ３９人 

業務継続計画（ＢＣＰ）

策定 
策定済み 

 

                                

   感染症医療 

・結核については結核患者収容モデル病床にて、

結核患者に対応した医療を提供する。 

 

 

・ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）感染症に関

しては、千葉大学医学部附属病院と連携して

対応する。 

・新型インフルエンザ等の新たな感染症が発生

したときは、地域医療機関、医師会、自治体

等と密接に連携しながら迅速かつ適切な対応

を行う。 

感染症医療 

・結核については、地域の医療機関等と連携し地域医療

連携室が窓口となることにより、他の患者等への感染

防止に努め、結核患者モデル病床にて、結核患者に対

応した医療を提供した。 

・ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）感染症に関しては、

千葉県エイズ中核拠点病院である千葉大学医学部附

属病院と連携して対応することとしている。 

・新型インフルエンザ等の新たな感染症が発生したとき

に備え、地域医療機関、医師会、自治体等との連絡体

制を確保した。また、院内の感染管理室を増員するな

ど体制の強化を図った。 

３ ３                                  

   急性期医療の効率化に必要な病棟運営 

・急性期医療の効率的な運営のための地域包括

ケア病棟においては、患者やその家族が安

心・納得して退院する環境の整備に努める。

・地域医療連携室の相談体制を強化し、地域医

療機関等との連携を密接にするため、当該機

関の職員と直接対面するなどして業務上の意

思疎通を積極的に行い、早期に住み慣れた地

域で療養や生活を継続できるように、退院支

援等の積極的な取り組みを行う。 

急性期医療の効率化に必要な病棟運営 

・地域包括ケア病棟とその他の病棟を計画的に運用する

とともに、医療ソーシャルワーカー等を配置し入退院

支援体制の強化を図った。 
・地域医療連携室による地域医療機関等への訪問を実施

し、業務上の意思疎通を密にするとともに、地域医療

連携室の相談体制を強化し積極的に退院支援を行っ

た。また、紹介率・逆紹介率については、計画値及び

前年度実績を上回ったことから、地域における当セン

ターの役割が根付いてきたものと考える。 

４ ４ ●紹介率・逆紹介率が高くなっ

てきていることから、医療連

携の取組が進んできている

ものと考える。 

●医療連携は重要であると捉

えており、診療報酬上設定さ

れている入退院支援加算と

いったものへの対応、また入

院前からの退院支援の取組

も必要と考える。 
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 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

紹介率 ５０．０％ 

逆紹介率 ７０．０％ 

退院支援患者数 ８００人 

地域医療連携室の訪

問施設数 
１００件 

 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

紹介率    ５９．５６％

逆紹介率    ８２．３４％

退院支援患者数 ９９８人

地域医療連携室の訪問

施設数 
   ４５件

 

●救急車応需率が平成２９年

度比で減少し、また計画も下

回る実績となったことの理

由のひとつとして、満床であ

ったことが挙げられていた

ので、一般病床と地域包括ケ

ア病床との間での調整など

といった対応が必要と考え

る。 

●地域医療連携室による訪問

施設数が計画の半分にも満

たなかったことが課題とし

て挙げられる。訪問先の医療

機関の診療科の専門医によ

る訪問というかたちをとっ

ていないのであれば、訪問先

の医療機関との日程調整等

に努めていただくことで、計

画の達成が望めると考える。

●地域医療の推進に向け、更な

る医療連携の取組を進めて

いくうえでは、設立団体も訪

問に同行するといった対応

も効果的と考える。 
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 ３ 高度専門医療   ３  

   ４疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）

への対応 

① がん 

・消化器がん（食道・胃・大腸・直腸・肝・胆

道・膵等）に対応し、病態に応じて、内視鏡

治療、外科手術、化学療法及び緩和ケア医療

を提供するとともに、放射線治療を必要とす

る場合は必要に応じて千葉大学医学部附属病

院と連携して治療を行う。 

・がん検診の精密検査については、上記に加え、

肺がん、子宮がん及び乳がんについても対応

する。 

・がん診療に対する医療従事者の充実や育成に

努める。 

 

 

 

② 脳卒中 

・脳卒中等の脳血管疾患については、２４時間

３６５日体制で迅速な診断、治療をはじめ、

特に増加傾向にある脳梗塞患者に対するｔ－

ＰＡ（血栓溶解薬）の急性期静脈内投与や血

行再建術等を要する治療を行う。 

 

・急性期医療に専念するため、地域医療連携室

を中心に地域医療機関と連携し回復期の患者

の受入先を確保する。 

③ 急性心筋梗塞 

・急性心筋梗塞については、２４時間３６５日

体制で冠動脈カテーテル療法をはじめとする

各種治療法による急性期医療を中心に提供す

る。 

④ 糖尿病 

４疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）への対

応 

① がん 

・がん治療に対して、症状に応じた専門的な治療を行っ

た。また、消化器がんへの対応や患者一人ひとりの病

態に応じて内視鏡治療、外科手術、化学療法、緩和ケ

ア医療等を提供し、必要に応じて千葉大学医学部附属

病院と連携して治療にあたった。 

 

・地域の自治体保健福祉部局と連携を図り、がん検診

の精密検査については、上記に加え、肺がん、子宮が

ん、乳がんについても対応した。 

・地域の中核病院として、医師や看護師並びに薬剤師等

コメディカルスタッフの教育を行い、専門性と医療技

術の向上に向けて計画的に学会、研究会及び研修会に

参加するなど、がん診療に対する医療従事者の充実や

育成に努めた。 

② 脳卒中 

・脳神経外科の体制を強化し、２４時間３６５日体制で

迅速な診断、治療を行い、外来・入院患者ともに前年

度比で２倍以上の増加となった。また、特に増加傾向

にある脳梗塞患者に対応するｔ－ＰＡ（血栓溶解薬）

の急性期静脈内投与や血行再建術等を要する治療を

行った。 

・地域医療連携室による地域医療機関等への訪問を実施

し、連携の強化を図るとともに業務上の意思疎通を密

にし、回復期の患者の受入先を確保した。 

③ 急性心筋梗塞 

・循環器内科及び心臓血管外科により２４時間３６５日

体制で冠動脈カテーテル療法をはじめとする各種治

療法による急性期医療体制が維持されている。 

 

④ 糖尿病 

３ ３ ●がん検診の精密検査を受け

ることができるのは住民の

安心につながることから評

価したい。また、糖尿病予防

に係る取組についても評価

する。高度専門医療について

は実績もあり、自己評価より

高い評価でも良いのではな

いか。 

●設立団体主催の糖尿病教室

への参加者も多く、糖尿病へ

の関心の高さが伺えるので、

更なる充実に向け、院外での

講座の実施や録画による講

座などについて検討いただ

きたい。 
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・糖尿病患者については、糖尿病性腎症等の合

併症を有する患者等で症状の悪化に伴い救急

搬送された患者に対応した急性増悪時治療を

提供するとともに、糖尿病性腎症患者に対す

る透析を行う。 

・食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合わ

せた教育入院プログラムを作成し、チーム医

療による糖尿病コントロール、合併症予防に

対応した専門医療を提供する。 

 

・急性期医療に重点を置くため、維持透析療法

が必要な患者については、地域医療連携室を

中心に地域医療機関と連携し受入先を確保す

る。 

・予防に向けた取組として、糖尿病教室を開催

し、地域住民の健康維持や健康寿命の延伸な

どに貢献する。  

・血液透析導入の原因疾患である糖尿病性腎症等の合併

症を有する患者等で症状の悪化に伴い救急搬送され

た患者に対応した急性増悪時治療を提供するととも

に、糖尿病性腎症患者に対する透析を行った。 

 

・正確な診断と病態の評価をもとに、医師、看護師、管

理栄養士、薬剤師、理学療法士、臨床検査技師など多

職種の医療スタッフが連携しチーム医療による糖尿

病コントロール、合併症予防に対応した専門医療を提

供した。 

・地域医療連携室による地域医療機関等への訪問を実施

し、連携の強化を図るとともに業務上の意思疎通を密

にし、維持透析療法が必要な患者の受入先を確保する

とともに、重篤な合併症発症時に対応した。 

・糖尿病への理解を深めるとともに、予防に向けた取組

みとして住民対象の糖尿病教室を１２回開催し、地域

住民の健康維持や健康寿命の延伸などに貢献した。 
 

   高度で専門性の高い医療 

① 高度な総合医療 

・入院や手術を中心とした急性期医療を安定的

に提供するとともに、各診療科の体制を整備

する。外来診療については地域医療機関との

役割分担のもと紹介外来や専門外来を中心に

行うことで、地域の中核病院として高度な総

合医療を提供する。 

 

② チーム医療の推進 

・それぞれの専門性をもつ医療従事者が、目的

と情報を共有し、互いに連携しながら患者本

位の医療を提供することを目指し、救急部門

と各診療科、各コメディカル部門との連携に

よる救急医療を提供する。 

・ＮＳＴ（栄養サポートチーム）、早期リハビリ

等の分野におけるチーム医療を提供する。 

高度で専門性の高い医療 

① 高度な総合医療 

・入院や手術を中心とした急性期医療を安定的に提供す

るとともに、各診療科の体制を整備した。また、次年

度における耳鼻咽喉科の開設に向けて検討を進めた。

外来診療については、地域医療機関との適切な役割分

担のなかで連携を円滑に進め、紹介外来や専門外来を

中心に医療圏における中心的役割を担う中核病院と

して、高度な総合医療を提供した。 

② チーム医療の推進 

・多種多様な医療従事者が、それぞれの専門性を前提に

目的と情報を共有し、適切な業務分担のうえ互いに連

携・補完しあい、患者一人ひとりの状況に的確に対応

した医療を提供した。 

 

・ＮＳＴ（栄養サポートチーム）、早期リハビリ等の分

野において、多職種が専門知識を生かすチーム医療を

３ ３                                                
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③ 高度専門医療の充実 

・医療需要の質的、量的な変化や新たな医療課

題に適切かつ柔軟に対応するため、必要に応

じて診療科の再編や病院機能の充実又は見直

しを行い、より高度な専門医療を提供する。

・法律等に基づく指定医療機関の指定や各種学

会による認定施設の認定を維持する。 

提供するとともに、職員のレベルアップに資する勉強

会を実施した。 

③ 高度専門医療の充実 

・医療需要の質的、量的な変化や新たな医療課題に適切

かつ柔軟に対応するため、病院機能の充実を図った。

特に脳血管疾患において専門医を増員し、夜間当直を

実施するなど、より高度な専門医療体制を構築した。

・医療水準の更なる向上を図るため、法律等に基づく指

定医療機関の指定や各種学会による認定施設の取得

を推進した。 

 関連する事項の実績等  

指定・認定日 指定・認定内容 

４月１日 
日本不整脈心電学会認定不整脈

専門医研修施設 

１月１日 
日本腹部救急医学会腹部救急認

定医・教育医制度認定施設 
 

                                              

 ４ 安全・安心で信頼される医療  ３  

   医療安全対策の徹底 

① 医療安全対策の徹底 

・医療安全管理委員会を活用し、より実効性の

ある医療安全対策を実施する。特に、インシ

デント・アクシデント（医療事故）等の医療

安全上の問題点については情報の収集、分析

及び結果の検証を行うとともに、検証結果を

公表するなど医療安全対策を徹底する。 

・医療安全管理マニュアル等の各種マニュアル

を適宜見直すとともに、全職員を対象とした

医療安全研修を実施し、医療安全に対する共

通理解と知識の向上を図る。 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

医療安全職員研修 ２回

医療安全対策の徹底 

① 医療安全対策の徹底 

・医療安全管理委員会を活用し、インシデント・アクシ

デントレポート等を収集し、分析及び結果の検証を行

うとともに、検証結果をホームページにおいて公表す

るなど医療安全対策を徹底した。また、下志津病院・

千葉東病院と連携を図り、相互評価体制を構築し、医

療安全体制の強化を図った。 

・病院内共通事項と部門別安全対策で構成する医療安全

管理マニュアル等の見直しを適宜行うとともに、医療

安全管理を推進し安全な医療を提供するため医療安

全研修を実施し、全職員が医療安全に対する共通理解

と知識の向上を図った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度 

医療安全職員研修 ２回

３ ３ ●インシデント・アクシデント

レポートの分析結果を職員

に周知し、再発防止に努めて

いただきたい。また、引き続

き医療安全管理マニュアル

や院内感染対策マニュアル

の適切な見直し等にも努め

ていただきたい。 
●感染管理職員研修の実施回

数について、計画の１回に対

して実績は２回の実施とい

うことで努力されていると

考える。 
●関係研修に係る職種別参加

率の状況等の把握に努めて

いただきたい。   
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② 院内感染防止対策の徹底 

・感染管理委員会による研修会等の実施や感染

対策チームを中心とした院内感染状況の把

握、分析、評価を行い効率的な感染対策を行

う。 

 

・千葉大学医学部附属病院との合同カンファレ

ンスへの出席や、他の医療機関との相互チェ

ック体制の整備、認定看護師の配置など、院

内感染防止に関する教育、訓練及び啓発を行

い、医師をはじめとした医療スタッフの知識

の向上を図るとともに、問題点を把握し改善

策を講ずるなど院内感染防止対策を徹底す

る。 

 

・院内感染防止に関するマニュアルを適宜見直

すとともに、院内感染が発生した場合はマニ

ュアル等に基づき適切に対処する。 

 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

感染管理職員研修 １回
 

② 院内感染防止対策の徹底 

・感染管理委員会の管理による感染制御チーム（ＩＣＴ）

及び抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）の体制を強

化し、感染防止対策の実践及び発生時の迅速な対応、

耐性菌の蔓延抑制等を行い、可及的速やかに特定・制

圧・終息できるような対策を構築した。 

・他の医療機関との相互評価体制の整備や合同カンファ

レンスの開催、認定看護師の配置など、院内感染防止

に関する教育、訓練及び啓発を行い、医師をはじめと

した医療スタッフの知識の向上を図るとともに、全職

員が感染症発生に関する情報を共有し、問題点の改善

や推奨されるワクチン接種に努めた。また、感染防止

対策は患者、家族及び来訪者の協力が不可欠なため、

普及啓発活動を積極的に行い院内感染防止対策の質

の向上を図った。 

・感染防止対策を推進するためマニュアル等の見直しを

適宜行うとともに、全職員がマニュアルの遵守及び実

践に努め、院内感染が発生した場合はマニュアル等に

基づき、患者とその家族、来訪者及び職員を感染の脅

威から守るため適切に対処する体制を整えた。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度計画 

感染管理職員研修     ２回
 

                                                                  
   患者の視点に立った医療の実践 

・患者やその家族が自ら受ける治療の内容に納

得し、治療及び検査の選択についてその意思

を尊重するため、インフォームド・コンセン

トを徹底する。 

・患者やその家族に対する満足度調査等の実施

や院内に意見箱を設置することで意見・要望

等を把握し、患者サービス向上委員会でその

内容を検証し医療現場にフィードバックする

ことにより、提供する医療サービスを向上さ

せる。 

患者の視点に立った医療の実践 

・患者やその家族が自ら受ける治療の内容及び結果とし

て起こりうることを十分理解し、検討する十分な時間

を得られたことを確認したうえで同意の意向を求め

るなど、常に患者第一の医療提供を徹底した。 

・満足度の高い医療を提供するため、患者サービス向上

委員会を中心に患者や来院者等に対し患者満足度調

査を実施した。また、意見箱の設置などにより現状の

把握に努め、内容を医療現場に提供し改善（産後食や

面会時間、デジタルサイネージの表示時間の変更な

ど）に努めた。 

３ ４ ●患者満足度調査、意見箱の設

置などにより現状把握に努

め、その結果を医療現場の改

善に反映させるといった努

力がうかがえることから

「４」と評価したい。               
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 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

患者満足度調査（アンケ

ート） 
１回

患者サービス向上委員会

による意見・要望の検証 
６回

 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

患者満足度調査（アンケ

ート） 
   １回

患者サービス向上委員会

による意見・要望の検証 
   ５回

 

                   
   医療の標準化と診療情報の分析 

・クリニカルパス推進委員会を中心に策定した

共通及び診療科ごとのクリニカルパスの積

極的な活用により効果的な医療を提供し、患

者負担を軽減することで治療期間の短縮に

寄与する。 

 

・ＤＰＣ（診断群分類別包括評価）の対象病院

として、医療の標準化と質の向上を図るとと

もに、診療データの分析・活用を行う。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

１０症例以上に適用し

たクリニカルパス数 
２５件

 

医療の標準化と診療情報の分析 

・医療の標準化やチーム医療の推進、効率的で効果的な

医療を提供するため、クリニカルパス推進委員会を中

心に策定した共通及び診療科ごとのクリニカルパス

の積極的な活用により、治療期間の短縮や患者負担の

軽減を図り、前年比で平均在院日数の減少に寄与し

た。 

・ＤＰＣ（診断群分類別包括評価）の対象病院として、

医療データの収集及び分析・活用を行う体制の強化を

図り、医療の標準化と質の向上に努めた。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

１０症例以上に適用し

たクリニカルパス数 
     ３５件

 

３ ３                                           
   法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

・公的使命を適切に果たすため、医療法（昭和

２３年法律第２０５号）をはじめ、個人情報

保護や情報公開を含めた関係法令を遵守する

とともに、住民からの信頼を確保するために

各種マニュアルを整備し、適切に運用する。

・地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１

８号）の改定に伴い新たに規定された事項を

実施するための適切な組織の体制整備を行

い、内部統制について適正に実施する。 

法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

・良質かつ適切な医療の効率的な提供に資するよう、医

療法（昭和２３年法律第２０５号）をはじめ、個人情

報保護や情報公開を含めた関係法令を遵守するとと

もに、住民からの信頼を確保するために各種マニュア

ルを整備し、適切な運用を図った。 

・地方独立行政法人法の改定に伴い、ＰＤＣＡサイクル

が機能する目標・評価の仕組みを構築するとともに、

法人の内外から業務運営を改善する仕組みを導入し

た。 

３ ３                              
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 ５ 患者・住民サービスの向上  ３  

   利用しやすい病院づくり 

・患者や来院者が快適に過ごせるように患者の

プライバシーに配慮した院内環境の整備とア

メニティ整備を行うとともに、出入口に車い

すを配置するなど高齢者や障がい者が安心し

て医療を受けられる体制を整備する。 

・患者や来院者等を対象とした満足度調査の実

施により、意見・要望を収集し、その結果を

患者サービス向上委員会で検証するなどして

患者サービスを向上させるとともに、総合受

付や地域医療連携室等において相談体制を一

層充実させる。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

患者満足度調査（アンケー

ト）（再掲） 
１回

患者サービス向上委員会によ

る意見・要望の検証（再掲） 
６回

 

利用しやすい病院づくり 

・患者や来院者が、心地良く快適で魅力ある病院環境

の中で過ごせるように、院内環境の整備とアメニテ

ィ整備を行うとともに、出入口への車いすの配置等、

高齢者や障がい者が安心して医療を受けられる環境

を常に意識し整備を行った。 

・満足度の高い医療を提供するため、地域医療連携室

等における相談体制の一層の充実を図るとともに、

患者サービス向上委員会を中心に患者満足度調査を

実施した。また、意見箱の設置などにより現状の把

握に努め、内容を医療現場に提供し改善を図ること

により患者サービスの向上に努めた。 

 関連する事項の実績等 ※再掲 

事  項 平成３０年度実績 

患者満足度調査（アンケー

ト）（再掲） 
   １回

患者サービス向上委員会によ

る意見・要望の検証（再掲） 
   ５回

 

３ ３ ●ボランティアの導入につい

て、住民が協力者となるよう

になれば、病院への理解がよ

り進むと考える。 
●患者満足度調査の結果、また

それを受けての患者サービ

ス向上委員会における検証

状況や検証後の対応等につ

いて具体的に示す必要があ

ると考える。                          
   患者の待ち時間への配慮 

・医師、看護師等の医療従事者と事務職員との

連携強化・役割分担の明確化により窓口業務

を効率化することで、外来診療や会計時の待

ち時間短縮に努める。 

・患者の待ち時間への対応の一助として、外来

待合いへの書籍等の設置等について検討す

る。 

患者の待ち時間への配慮 

・医療従事者と事務職員との連携強化、業務の効率化

により、各種待ち時間の短縮に努めた。 

 

・患者の待ち時間への対応の一助として、外来待合い

への書籍等の設置について検討したが、設置場所やス

ペースの確保に課題が残り設置には至っていない。 

３ ３ ●待ち時間調査をしているよ

うであれば結果を示してい

ただきたい。また、改善に向

けては、診察室に入った時

間、検査室に行った時間等を

調査する必要があると考え

る。 
●各種待ち時間の短縮に努め

たとあるが、具体的な取組内

容を示すべきと考える。ま

た、他の医療機関から紹介さ

れてきた場合の予約・受付の

取扱いについて適切な対応

に努めていただきたい。 
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●現状では現行のシステムに

よる時間取りしかしておら

ず、患者さんが何時にどの診

療部門に行き、どの段階に移

ったのかといったことを把

握しなければ、時間を要して

いる部分の特定には至らな

いと考える。患者さんに協力

をいただき、場所の移動や段

階が変わる際に、そのときの

時刻を記録してもらうのも

ひとつの方法である、今後の

参考としていただきたい。 
●あとどのくらいの時間を要

するのか分からない状況が

不満につながるので、そこを

工夫、改善することが重要と

考える。 
●外来待合室への書籍の設置

については、感染対策などへ

の対応が必要である。 

●丁寧な診療をすれば待ち時

間がある程度長くなるのは

仕方がないものと捉えてい

る。 

 会計は早くなっているとの

話を聞いている。 
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   患者・来院者の利便性への配慮 

・送迎バスの導入やロビー等への院内案内板等

の設置について検討する。 

 

 

 

・院内の掲示物や案内等をよりわかりやすく改

善する。 

患者・来院者の利便性への配慮 

・次年度早期の送迎車両導入に向けて設立団体やバス事

業者と協議を重ね、運用方法等の検討を行うととも

に、体制の構築を図った。また、ロビー等へより多く

の掲示物を明示できるように院内掲示板を新たに設

置した。 

・外来スペース等へ視覚的に情報を得やすいデジタルサ

イネージを設置し、大型のディスプレイにより患者・

来院者への速やかな情報提供に努めた。 

３ ３ ●診療内容等について、ホーム

ページにおいて診療科別に

分かりやすく表示されてい

て、また更新もされているの

で評価したい。 
            

   住民への保健医療情報の提供 

・医療に関する専門分野の知識や蓄積された情

報を活用して、地域住民や患者等を対象とし

た公開講座及び糖尿病教室を開催するとと

もに、ホームページ・フェイスブック等によ

り保健医療情報やメディカルセンターの医

療内容を発信し、住民の医療や健康に対する

意識の啓発を図る。 

 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

公開講座 １０回

糖尿病教室 １２回

ホームページやフェイスブッ

クによる医療情報等の発信 
１２回

 

住民への保健医療情報の提供 

・多職種による専門分野の知識や蓄積された情報を活用

して、地域住民や患者対象の公開講座及び糖尿病教室

を開催するとともに、設立団体のイベントに参加し栄

養相談や健康年齢チェック等を行い、いずれも前年度

を上回る参加者があった。また、ホームページやフェ

イスブック等を積極的に活用することにより、保健医

療情報やメディカルセンターの医療内容を戦略的に

発信し、住民の医療や健康に対する意識の啓発を図っ

た。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

公開講座 

（平均参加者数） 

      １０回

    （５５．６人）

糖尿病教室 

（平均参加者数） 

  １２回

（３０.１人）

ホームページやフェイスブッ

クによる医療情報等の発信 
  １０５回 

 

３ ４ ●ホームページやフェイスブ

ックに係る更新回数につい

て、計画値の１２回に対し実

績が１０５回ということで、

計画を大幅に上回った理由

やカウントの方法等につい

て示すべきと考える。 

●ホームページやフェイスブ

ック等を積極的に活用し、医

療情報の提供が行われてい

るため、「４」と評価する。

アクセス数等をチェックす

るとより良いと考える。 
●情報の充実をされている点

についても評価できる。 
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   広報活動の充実 

・ホームページや広報誌(東千葉メディカルセ

ンターＮＥＷＳ)の発行により、外来案内、

入院案内、診療科の開設状況、病棟の開棟に

伴う診療情報等をリアルタイムに提供する。

 

・フェイスブックや設立団体の広報紙を積極的

に活用し、幅広い広報活動を展開する。 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

広報誌発行 ４回

ホームページやフェイス

ブックによる広報活動 
１２回

設立団体の広報紙へのコ

ラム等の掲載 
１２回

 

広報活動の充実 

・広報誌（東千葉メディカルセンターＮＥＷＳ）の発

行は計画値に届かなかったが、ホームページによる

情報発信を強化したことにより外来案内、入院案内、

診療科の開設状況、病棟の開棟に伴う診療情報等を

リアルタイムで提供した。 

・設立団体の広報紙へセンター長コラムを掲載したほ

か、フェイスブックを積極的に活用することにより

幅広い戦略的な広報活動を展開した。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

広報誌発行  ２回 

ホームページやフェイス

ブックによる広報活動 

ホームページ６２回 

フェイスブック４３回 

設立団体の広報紙へのコ

ラム等の掲載 
１１回 

 

２ ３ ●広報誌の発行回数が計画を

下回っているが、ホームペー

ジやフェイスブック等を積

極的に活用し、医療情報の提

供が行われているため、評価

「３」としたらどうか。 

●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。
        

   職員の接遇向上 

・患者や来院者への接遇がメディカルセンター

に対する印象を大きく左右することを職員一

人ひとりが認識し、思いやりと気配りがあふ

れ、心落ち着く対応の実現に向けて、全体及

び職種ごとの接遇研修を定期的に開催し、全

ての職員の接遇向上を図る。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

全職員向け接遇研修 ２回

職種別接遇研修 事務部 ２回

  看護部 ２回

職員の接遇研修受講率 １００％
 

職員の接遇向上 

・接遇に特化した専門研修は実施しなかったが、全職員

に対する事業説明会などの様々な機会を通じて、患者

や来院者への対応がメディカルセンターに対する印

象を大きく左右することを全職員に認識させ、患者や

来院者一人ひとりに思いやりと配慮の行き届いた対

応の実現に向けて接遇の向上を図った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

全職員向け接遇研修 実施なし

職種別接遇研修 事務部 実施なし

看護部 実施なし

職員の接遇研修受講率 実施なし
 

１ １ ●決められた日時に研修を受

講できない職員、委託業者の

職員に対しては、研修内容を

録画したものにより対応と

するといったかたちでの研

修計画とした方が良いと考

える。 
●患者満足度調査における接

遇に関する項目の結果につ

いての、前年度との比較とい

った観点からも評価すべき

と考える。 
●現場において先輩から後輩

へのアドバイス等がなされ

れば対応できる部分もある

と考える。 
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●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。

●患者サービスの基本となる

接遇に係る研修が未実施と

いう実績となったことは、事

情があったとしても問題で

あり、改善しなければならな

い大きな課題と考える。 

●研修が実施に至らなかった

理由等を示すべきと考える。

●研修以外の手法により職員に

接遇の重要性を認識させ、接

遇の向上を図るといった取組

が必要であったと考える。 

●評価「１」という自己評価だ

が、こういった評価にならざ

るを得ない状況にあるから、

苦情が絶えないのではない

か。改善を要する、大きな課

題として捉えるべきもので 

 あり、重点的な取組が必要と

考える。 

 病院の利用者にとっては、病

院の職員も委託業者の職員

も、病院を利用する際に接す

る職員であることに変わり

はないので、医事業務をはじ

めとした、委託業者の職員に
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対する接遇の向上に係る指

導なども含め、病院全体の接

遇の向上に向けた取組を徹

底すべきと考える。 

●職員に対する研修について

は、センターが地域で担って

いる役割、運営状況、接遇の

大切さ等について認識が深

まるよう取り組んでいただ

きたい。 
 

 ６ 地域医療への貢献  ３  

   地域医療機関等との連携推進 

① 自治体が取り組む地域包括ケアシステム

を構成する組織としての取組 

・自治体による地域包括ケアシステムの構成を

視野に、急性期医療を核とした地域の中核病

院としての役割を果たすため、紹介された患

者の受入と患者に適した地域医療機関への

逆紹介を推進するとともに、地域医療連携室

の活動の活性化や千葉県が推進する循環型

地域医療連携システム（地域医療連携パス）

の活用を図ることで、患者が急性期から回復

まで切れ目のない医療を受けられる院内体

制を整備する。 

・オープンカンファレンス（地域医療機関等が

参加する研修及び研究会）を開催し、各診療

科の医師と地域医療機関等の医師が顔の見

える連携を図るとともに、職員が地域医療機

関等を積極的に訪問等し、地域医療機関等と

の信頼関係を構築する。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

地域医療連携室の訪

問施設数（再掲） 
１００件

地域医療機関等との連携推進 

① 自治体が取り組む地域包括ケアシステムを構成す

る組織としての取組 

・住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提

供される地域包括ケアシステムの構築を視野に、地

域医療連携室の機能を強化し紹介・逆紹介を推進す

るとともに、循環型地域医療連携システム（地域医

療連携パス）等を活用し、それぞれの医療機関が適

切な役割分担のなかで連携を円滑に進め、急性期か

ら回復まで切れ目のない医療を受けられる院内体制

の整備に努めた。 

 

 

・オープンカンファレンス（地域医療機関等が参加する

研修及び研究会）の開催により、院内外の医師による

緊密な連携及び学術活動を推進するとともに、地域医

療連携室の職員等による地域の医療機関等の訪問を

積極的に実施し、信頼関係の構築を図り、より広い視

野での診療体制の整備に努めた。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

地域医療連携室の訪問施

設数（再掲） 
   ４５件 

４ ４ ●地域医療支援病院としては

大きな成果を上げられてい

ることは評価する。地域医療

連室による訪問施設数が計

画を下回ったということは、

地域包括ケアシステムの構

築の推進に向けては課題で

あると考えるので、今後の取

組を期待する。 

●地域医療支援病院としての

取組について、地域連携を進

めるうえで看護職の果たす

役割は大きいと考え、看護協

会では看看連携、看看ケアマ

ネ連携事業を展開している。

●医療圏の中核病院としての

機能の定着化に向け、役割分

担の明確化及び連携強化の

推進を図っていくうえでは

病診連携懇談会の果たす役

割は大きいと考えるので、計

画以上の開催に努めていた

だきたい。 
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オープンカンファレ

ンス 
１２回

② 地域医療支援病院としての取組 

・地域医療連携室を中心に、かかりつけ医をは

じめとした地域医療機関との連携強化を図

り、紹介患者の受入や患者に適した医療機関

への逆紹介を行うことで紹介率・逆紹介率の

向上を図り、なるべく早期に地域医療支援病

院としての承認を受ける。 

 

・メディカルセンターが保有する高度医療機器

の地域医療機関との共同利用を推進し、地域

の医療水準の向上に寄与する。 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

紹介率（再掲） ５０．０％

逆紹介率（再掲） ７０．０％

地域医療支援病院の認定 年度内に取得

高度医療機器の共同利用

件数 
２０件

 

③ 医療圏の中核病院としての機能の定着化 

・病床機能報告制度等による機能分化の進展を

視野に、千葉県が策定する地域医療構想との

整合を図りながら、地域医療機関との役割分

担の明確化を推進し、医療圏の中核病院とし

ての機能の定着化を図る。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

病診連携懇談会等 ４回
 

オープンカンファレンス    ２０回

② 地域医療支援病院としての取組 

・地域医療機関等との相互連携を強化するため、地域医

療連携室による訪問を実施し、業務上の意思疎通を密

にする取り組みを行い、紹介率・逆紹介率の向上に努

め、地域医療支援病院の承認を受けた。また、地域医

療支援病院運営委員会を開催し、圏内の医師会・歯科

医師会・薬剤師会などの有識者との地域連携の情報共

有を図った。 

・地域の医療水準の向上に寄与するため、ＭＲＩ（３．

０Ｔ）やＣＴ等のメディカルセンターが保有する高度

医療機器を地域医療連携室が窓口となり、地域の医療

機関との共同利用を推進した。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

紹介率（再掲） ５９．５６％

逆紹介率（再掲） ８２．３４％

地域医療支援病院の認定 取得済み

高度医療機器の共同利用

件数 
   ４５件

 

③ 医療圏の中核病院としての機能の定着化 

・病床機能報告制度等による千葉県の今後の地域医療構

想を視野に、地域医療機関との役割分担の明確化及び

連携の強化を推進するため病診連携懇談会等を開催

し、医療圏における地域完結型医療の中心的役割を担

う中核病院としての機能の定着化を図った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

病診連携懇談会等       ２回 
 

●地域医療連携室による訪問

施設数が計画を下回ったこ

とについての改善は必要と

考えるが、紹介率・逆紹介率

等が計画を上回る実績とな

っているなど、地域医療支援

病院としての取組が進んで

いることは評価する。 

●地域医療支援病院としての

取組について、地域医療連携

室による関係医療機関との

連携に係る取組の更なる充

実を期待したい。 

●高度医療機器の地域医療機

関との共同利用については、

東千葉メディカルセンター

だからできる技術、また設備

の連携であり、評価する。 
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   保健福祉行政等との協力 

・地域医療連携室を中心に、保健福祉、救急搬

送を担う自治体担当部局や医師会との連携

を図り、地域医療機関との役割分担を明確に

した上で、乳幼児健診やがん検診等に係る精

密検査を実施する。 

・今年度より設立団体が実施する産後ケア事業

の受入機関として、担当部局との連携を図

り、円滑な運用ができるよう積極的に協力す

る。 

・自治体消防部局と連携し救急救命士の教育・

研修の受入を行う。 

 

・医師会については、共同で講演会を開催する

など、その活動に積極的に参加し情報交換を

適宜行うなど必要な協力連携を図る。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

産後ケア事業の受入 ４月より実施

消防士の救急救命士研

修の受入 
３０人

医師会との共同講演会 １０回
 

保健福祉行政等との協力 

・地域医療連携室を中心に、地域保健及び福祉施策に

協力するとともに、自治体保健福祉部局や広域消防、

医師会等との連携を密にし、地域医療機関との役割

分担を明確にした上で、乳幼児健診やがん検診等に

係る精密検査を実施した。 

・設立団体の担当部局と連携を図るとともに積極的な

協力体制を構築し、産後ケア事業の受け入れを計画通

り４月から開始した。 

 

・各広域消防との緊密なメディカルコントロール体制

を構築し、救急救命士の病院実習の受入を積極的に

行った。 

・医師会については、役割分担の推進や常に最新の医療

を提供できるよう積極的に共同で講演会を開催し、情

報交換を行うなど必要な連携体制の強化を図った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

産後ケア事業の受入 ４月より実施 

消防士の救急救命士研修

の受入 
     ５７人 

医師会との共同講演会      １４回 
 

３ ３                                                                   

   疾病予防の取組 

・予防医療の一環として、千葉県内定期予防接

種相互乗り入れ事業に参加しインフルエンザ

ワクチン等の各種ワクチンの個別接種を行

う。 

疾病予防の取組 

・予防医療の一環として、また、市外からの定期予防接

種希望者の受け入れを可能とするため、千葉県内定期

予防接種相互乗り入れ事業に参加し、インフルエンザ

ワクチン等の各種ワクチンの個別接種を行った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

千葉県内定期予防接種相互乗り

入れ事業の予防接種実施件数 
 ２，６７６件 

 

３ ３                            
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 ７ メディカルセンターの段階的な診療科の開設と病棟の開棟  ４  

  ・病棟の段階的な開棟については、平成２９年

度下半期の患者数の増加や病床稼働率の向

上に鑑み、６階南病棟を開棟して１０床の一

般病床を増床する。 

・診療科は下表の２０診療科とする。ただし、

当初開設を予定していた残りの３診療科（泌

尿器科、眼科、耳鼻咽喉科）については、病

院機能における必要性や地域の医療需要、医

療従事者の確保の状況及び収益性等を十分

に考慮しながら、慎重に検討する。 

 

 平成３０年度 

診療科 

 

 

（診療科数） 

総合診療科、消化器内科、

神経内科、呼吸器内科、

循環器内科、代謝・内分

泌内科、小児科、外科、

心臓血管外科、整形外科、

脳神経外科、形成外科、

皮膚科、産婦人科、リハ

ビリテーション科、放射

線科、麻酔科、精神科、

歯科口腔外科、救急科・

集中治療部 

（２０科） 

開設病棟 

（稼働病床） 

２５５床 

（２５３床）

（一般病棟） 

（稼働病床） 

６病棟 １９３床 

（１９３床）

（地域包括ケア病棟）

（稼働病床） 

１病棟  ４２床 

（４２床）

（救命救急セ

ンター） 

（稼働病床） 

ＩＣＵ  １０床 
ＨＣＵ  １０床 

（ＩＣＵ   ８床）
（ＨＣＵ  １０床）

 

・病棟の段階的な開棟については、計画以上に看護師

の確保が進んだことなどにより、計画値を上回る数

の一般病床を増床した。 

 

・診療科は下表の２０診療科の体制を維持した。また、

耳鼻咽喉科の次年度開設に向けて検討を進めた。な

お、当初開設を予定していた残りの２診療科（泌尿

器科、眼科）については、病院機能における必要性

や地域の医療需要、医療従事者の確保の状況及び収

益性等を十分に考慮しながら、慎重に検討すること

としている。 

 平成３０年度 

診療科 

 

 

（診療科数） 

総合診療科、消化器内科、

神経内科、呼吸器内科、

循環器内科、代謝・内分

泌内科、小児科、外科、

心臓血管外科、整形外科、

脳神経外科、形成外科、

皮膚科、産婦人科、リハ

ビリテーション科、放射

線科、麻酔科、精神科、

歯科口腔外科、救急科・

集中治療部 

（２０科） 

開設病棟 

（稼働病床） 

２６７床 

（２６５床）

（一般病棟） 

（稼働病床） 

６病棟 ２０５床 

（２０５床） 

（地域包括ケア病棟） 

（稼働病床） 

１病棟  ４２床  

（４２床） 

（救命救急セン

ター） 

（稼働病床） 

ＩＣＵ  １０床  
ＨＣＵ  １０床  

（ＩＣＵ   ８床） 
（ＨＣＵ  １０床） 

 

３ ４ ●看護師確保が非常に困難な

医療圏において計画値を上

回る成果を上げ、一般病床の

増床につなげていることか

ら評価については「４」とし

たい。 

●耳鼻咽喉科の開設の経緯、医

師の配置、外来、入院、手術

対応の予定などといった診

療の内容、開設時期等につい

て示していただきたい。 

●ＩＣＵについて、開設病床数

１０床に対する稼働病床数

が８床となっていることの

理由、また今年度の年度計画

に盛り込まれている１０床

の稼働となる時期等の見込

みを示していただきたい。 
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２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  ３  
 １ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備  ２  

   効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

・医療環境の変化等に的確に対応できるよう

に、理事長のリーダーシップのもと、センタ

ー長、副センター長等で構成する執行部会を

原則として毎朝開催し、運営状況や経営等に

関する重要課題をリアルタイムで審議する。

また、副センター長や各部門責任者、院内委

員会等に明確な役割分担と適切な権限配分

を行い、意思決定を迅速かつ適切に行うこと

ができる効率的かつ効果的な業務運営体制

を整備する。併せて、部門ごとの目標・業務

手順等を整理した経営健全化計画を策定し、

全ての職員が目標を共有し、協力して目標を

達成するための仕組みを構築する。 

・中期計画、年度計画及び経営健全化計画に掲

げる目標を達成するための内部統制の体制を

早期に整備し、日々のモニタリング等による

進捗状況の把握や評価を行うなど、目標達成

のための進捗管理を徹底して行う。併せて、

理事長を筆頭とする各部門責任者等で構成す

る運営会議への定期的な進捗状況の報告や全

職員対象の運営状況の説明会等を通じて経営

改善に向けた進捗状況についての情報を共有

するなど、職員個々に経営改善に向けた意識

の醸成を図る。 

・経営改善状況の確認や助言をいただく組織と

して、外部有識者を含めた経営健全化会議を

設置し、定期的に運営状況の報告や経営改善

の進捗状況の報告、改善策等の検討を行う。

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

経営健全化計画の策定 ６月末までに策定

効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

・医療環境の変化等に的確に対応できるように、理事

長のリーダーシップのもと、センター長、副センタ

ー長等で構成する執行部会を毎朝開催し、経営等に

関する重要課題を審議し、意思決定を迅速かつ適切

に行った。また、副センター長や各部門責任者、院

内委員会等に明確な役割分担と適切な権限配分を行

い、効率的かつ効果的な業務運営体制を整備すると

ともに、部門ごとの目標・業務手順等を整理した経

営健全化計画を策定し、全ての職員が目標を共有し、

協力して目標を達成するための仕組みを構築した。 

 

 

 

・中期計画、年度計画等に掲げる目標を達成するため、

徹底した進捗管理を行うことで進捗状況の把握や評

価に努めた。また、理事長をはじめとする各部門責任

者等で構成する運営会議を月２回開催し、達成状況及

び運営状況を定期的に報告し進捗状況の共有を図る

とともに、全職員が経営改善に向けた意識の醸成を図

るため、全職員を対象とした運営状況の説明会を開催

した。 

 

 

 

・外部有識者等による経営健全化会議を設置し、計画の着

実な推進に向けて、専門的知見から具体的な助言等をい

ただき、持続可能な経営改善と医療の質の担保を実現し

ていくための具体的な取組について検討を行った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

経営健全化計画の策定 策定済み 

２ ２ ●経営健全化会議の開催回数

が計画値を下回っている。開

催回数だけで評価できるも

のではないが、実効性のある

充実した会議体となるよう

努めていただきたい。 

●各部門責任者からのヒアリ

ング、職員を対象とした運営

状況の説明会がそれぞれ１

回の実施に留まったことは

改善すべき課題と考える。執

行部会に職員の声が届く、全

職員参加型の経営が推進さ

れることを希望する。 

●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。

●計画どおり実施できなかっ

た項目について、計画の達成

に至らなかった理由等を示

していただきたい。 

 今年度は計画どおり実施で

きるよう努めていただきた

い。 
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各部門責任者からのヒア

リング 
２回

新たに組織する委員会 内部統制委員会

リスク管理委員会

契約監視委員会

職員を対象とした運営状

況の説明会 
２回

経営健全化会議 ４回
 

各部門責任者からのヒ

アリング 
      １回 

新たに組織する委員会 

（設置のみ） 

内部統制委員会 

リスク管理委員会 

契約監視委員会 

職員を対象とした運営

状況の説明会 
      １回 

経営健全化会議       ２回 
 

                       

   人員配置の弾力的運用 

・必要に応じて医師や看護師等の医療従事者及

び事務職員等の人員配置の見直しを行い、患

者動向や業務量の変化に対応した効率的な業

務運営の体制を整備し業務の効率化を図るこ

とで、人員配置や労働時間の適正化に努める。

・適正な人員配置を考慮し、必要に応じて他の

医療機関等との人事交流等を検討する。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

時間外勤務時間の削

減 

前年度比１０％以

上減 
 

人員配置の弾力的運用 

・患者動向や業務量の変化に柔軟かつ迅速に対応するた

め、必要に応じて医師や看護師等の人員配置の見直し

を行うとともに、医師事務作業補助者及び看護補助者

を配置し、効率的な業務運営体制を構築し時間外勤務

の削減に努めた。 

・適正な人員配置を考慮し、必要に応じて他の医療機関

等との人事交流等を検討した。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

時間外勤務時間の削減 前年度比 １２％減 
 

３ ３ ●時間外勤務時間の削減につ

いて、１２％の削減は非常に

大きなものと考える。ノー残

業デーの取組を進めたとの

ことだが、それ以外にどのよ

うな取組を行ったのか示し

ていただきたい。 

●最も時間外勤務時間の多い

職員の時間外勤務時間数に

ついて示していただきたい。

●医療制度改革等により急性

期病院の勤務環境が厳しく

なっているなか、時間外勤務

時間の削減について成果を

上げていることは評価でき

る。  
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   人事評価制度の導入 

・職員のモチベーションの向上と組織の活性化

を図るため、職員の自己点検・自己評価が反

映され、勤務実績や能力、組織への貢献度が

適正に評価される人事評価制度を段階的に

導入する。また、人事評価制度の導入にあた

っては、評価の客観性を確保するため、評価

基準の策定や評価者に対する研修等を実施

するなど、恣意的とならない評価システムの

導入を図る。 

・事務部を対象に自己評価やヒアリングを含め

た人事評価を実施する。 

人事評価制度の導入 

・評価をもとにした最適な人事配置による組織の活性化

と業績及び職員のモチベーションの向上、人材育成等

を図るため、職員の自己点検・自己評価が反映され、

勤務実績や能力等が適正に評価される人事評価制度

を段階的に導入するため、事務部を対象として試行的

に実施した。 

 

 

 

・事務部を対象として試行的に自己評価及びヒアリング

を含めた人事評価を実施した。 

２ ２ ●人事評価制度の導入につい

ては、部分的・限定的な導入

が一般的な手法であるため

「３」と評価したらどうか。

●適正な人事評価制度（給与等

への反映を含む。)が、全職

員を対象としたかたちで導

入されることを希望する。 

●自己評価を「２」としている

点について、自己評価欄の記

載内容では低い評価として

いることの理由が明らかに

なっていないと考えるため、

記載内容について検討いた

だきたい。 

●人事評価は大変難しい課題

であると捉えている。 

 現状における評価方法の内

容や、今後の制度の導入につ

いての考え方等を示してい

ただきたい。 
 

   外部評価 

① 病院経営等の専門家の活用 

・中期計画及び年度計画等に掲げる目標を着実

に達成できるよう、経営健全化会議や千葉大

学医学部附属病院のコンサルティングによ

る検証を活用し、計画の進捗管理を徹底す

る。 

・経常収支・資金収支、医療需要の分析に基づ

く医療の提供体制、診療報酬上の加算措置や

施設基準の取得状況及びＤＰＣ／ＰＤＰＳ

（診断群分類別包括支払制度）における医療

機関別係数への対策などについては、外部の

有識者による技術的な支援等を積極的に取

外部評価 

① 病院経営等の専門家の活用 

・設立団体のほか千葉県、千葉大学医学部附属病院、

有識者からなる経営健全化会議の開催や千葉大学医

学部附属病院のコンサルティングによる検証を活用

し、年度計画等に掲げる目標を着実に達成できるよ

うに計画の進捗管理を徹底した。 

・経常収支・資金収支、医療需要に基づく医療の提供

体制、診療報酬上の加算措置や施設基準の取得状況

及びＤＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制度）

における医療機関別係数等に対する技術的な支援等

については、外部有識者を積極的に取り入れ、適切

な見直しを適宜行った。 

３ ３ ●病院機能評価の活用につい

ての考え方等を示していた

だきたい。 

●経営状況について、目に見え

るかたちでの更なる改善を

図るには、第三者によるコン

サルティングを受ける必要

があると考える。 

●収支、医療提供体制、診療報

酬の加算措置、施設基準の取

得やＤＰＣ係数等について、

外部有識者の積極的な活用

により適切な見直しを行った
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り入れ、適切な見直しを適宜行う。 

② 監査の活用 

・内部監査室による内部監査を適正に実施する

とともに、監事によるモニタリング体制を整

備する。また、監事監査の結果を設立団体の

長に報告するとともに、監事監査等によって

指摘を受けた事項については必要な見直し

を適宜行い、改善状況を報告及び公表する。

③ 病院機能評価等の活用 

・組織的に医療を提供するための基本的な活動

や機能を適切に実施しているかを検証する

ため、病院機能評価等の評価項目による検証

を行い、病院運営の改善を適宜行う。 

④ 住民意見の活用 

・住民意見を病院運営に反映させるため、患者

サービス向上委員会を中心に患者満足度調

査や意見箱の設置などにより住民からの意

見を収集・検証し、サービスの向上を図る。

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

経営健全化会議（再掲） ４回

患者満足度調査（アンケ

ート）（再掲） 
１回

患者サービス向上委員会に

よる意見・要望の検証（再掲） 
６回

 

 

② 監査の活用 

・業務運営及び会計経理の適正を期するため、監査計

画に従い定期に監査を実施し、結果を設立団体の長

に報告するとともに、監事監査等によって指摘を受

けた事項については見直しを適宜行い、改善状況を

報告した。 

 

③ 病院機能評価等の活用 

・医療の質と安全の向上を目的として、組織全体の運

営管理及び提供される医療について、科学的・専門

的な見地から検証するため、病院機能評価等の評価

項目による検証を行い病院運営改善に努めた。 

④ 住民意見の活用 

・住民意見を反映し満足度の高い医療を提供するため、

患者サービス向上委員会を中心に患者満足度調査の

実施や、意見箱の設置などにより現状の把握に努め、

内容を医療現場に提供し改善を図ることにより患者

サービスの向上に努めた。 

 関連する事項の実績等 ※再掲 

事  項 平成３０年度実績 

経営健全化会議（再掲）     ２回

患者満足度調査（アンケ

ート）（再掲） 
１回

患者サービス向上委員会に

よる意見・要望の検証（再掲） 
    ５回

 

とのことだが、具体的な内容

について示していただきた

い。 

●患者満足度調査による住民

意見の活用なども含め、具体

的な見直し、改善内容が示せ

ないのであれば、有効な活用

には至っていないと考える

ので、評価は「２」が妥当で

はないか。 
                                                 

 ２ 人材の確保  ３  

   千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨

床教育センターとの連携 

・千葉大学との協定によりメディカルセンター

内に設置した千葉大学医学部附属病院東金

九十九里地域臨床教育センターと連携し、指

導医等による安定的な教育・診療体制を整備

千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育セ

ンターとの連携 

・千葉大学との協定によりメディカルセンター内に設置

した千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床

教育センターと連携し、千葉大学医学部教授会で選任

された特任教授などをはじめとする教官が指導医と

３ ３ ●報道等で、研修医が過酷な労

働を強いられている状況に

あると伺ったことがあるが、

メディカルセンターにおけ

る研修の状況等について示

していただきたい。 
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する。 なり、診療及び医師の教育・養成を行う体制を整備し

た。 
      

   医師の確保 

・千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨

床教育センター等と連携し、メディカルセン

ターにおいて強化する必要がある医療機能を

踏まえ、積極的な医師の確保を行う。 

・千葉大学医学部附属病院等の臨床研修協力病

院として臨床研修医の受入を行うとともに、

千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨

床教育センターと連携して、メディカルセン

ターが有する人材・施設設備を生かした魅力

的な研修プログラムを作成するなど、臨床研

修指定病院として臨床研修医の確保及び育成

を積極的に行うための体制を整備する。 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

医師数（初期研修医を

含む） 
５３人

臨床研修医の受入数 ７人
 

医師の確保 

・千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育セ

ンター等と連携するとともに、必要とする医療機能を

的確に捉えることにより、診療規模に見合った医師数

を積極的に確保した。 

・千葉大学医学部附属病院の臨床研修協力病院として臨

床研修医の受入を行うとともに、千葉大学医学部附属

病院東金九十九里地域臨床教育センターと連携して、

救急医療へのファースト・タッチの立場での参加や、

外来・病棟での一般疾患から主要な臓器別疾患の診療

等、メディカルセンターが有する人材・施設設備を生

かした魅力的な研修プログラムを作成するなど、協力

型臨床研修指定病院として臨床研修医の確保及び育

成を積極的に行うための体制を整備した。 

  関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

医師数（初期研修医を含

む） 
     ５３人

臨床研修医の受入数       ８人
 

３ ３                                                           

   看護師の確保 

・質の高い看護を提供するとともに、中期計画

に基づいた円滑な病床の増床や入院基本料

（７：１）に対応する看護師配置基準の堅持

を実現するため、看護師確保対策室を中心

に、看護師養成機関への訪問等による案内や

情報交換及び学内就職説明会等への参加、病

院見学会の定期的な開催、復職支援研修によ

る休職看護師の掘り起こし、ホームページや

フェイスブック等をはじめとした各種媒体

看護師の確保 

・看護師確保対策室を中心に看護師養成機関への訪問

等による案内や情報交換及び病院見学会の定期的な

開催、ホームページやフェイスブックをはじめとし

た各種媒体での広報活動など様々な取組を実施した

ことにより、新規採用者及び中途採用者の確保を図

るとともに、院内教育体制や労働環境等の充実によ

り看護師の定着を図り、目標値を上回る看護師数を

確保した。 

 

３ ４ ●看護師確保が非常に困難な

医療圏において計画値を上

回る看護師を確保されたこ

とから、評価については「４」

が妥当と考える。 
●看護師の離職率について、急

性期病院の離職率は高い傾

向にあるが、１０％以下とし

た計画値、また千葉県平均の

１０．６％に対して１２％と
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での広報活動などにより、新規採用者及び中

途採用者の確保を図るとともに、院内教育体

制や労働環境等の充実により看護師の定着

を図る。 

・城西国際大学等の看護師養成機関からの看護

学生の実習を積極的に受け入れ、地域におけ

る看護師の育成に寄与する。特に最終学年の

学生を対象にインターンシップを実施し、実

際にメディカルセンターでの看護を経験させ

ることで卒業後のメディカルセンターへの就

職希望者の確保を図る。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

看護師数 ２４４人

看護師養成機関への訪問 １４校

病院見学会 １０回

復職支援研修 ９回

看護師育成機関からの実

習受入 
４機関／年

インターンシップの開催 ２回

看護師離職率 １０％以下

自由参加研修等の実施 ２４回
 

 

 

 

 

・城西国際大学等の看護師養成機関からの看護学生の実

習を積極的に受け入れ、地域における看護師の育成に

大きく寄与するとともに、最終学年の学生を対象にイ

ンターンシップを実施し、実際にメディカルセンター

での看護を経験させることで就職希望者の確保を図

った。併せて、看護学生に対する奨学金制度により、

計画的な人材確保を図った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

看護師数   ２４９人

看護師養成機関への訪問    １６校

病院見学会    １３回

復職支援研修 ８回

看護師育成機関からの実

習受入 
 ５機関／年

インターンシップの開催     ２回

看護師離職率  １２％

自由参加研修等の実施    ２８回
 

なっていることから、年齢層

別の離職の状況の把握や

原因等について分析を行い、

定着に向けた取組等による

改善に努めていただきたい。

●院内教育体制や労働環境の

現状、また充実に向けた取組

について示していただきた

い。 
●養成機関への訪問、病院見学

会の開催、実習の受入れ等が

増加しており、努力がうかが

える。 
●離職率の減少に向けた取組

について示していただきた

い。 
 設立団体による修学資金の

貸付制度を利用し就職され

た方で、貸付金の返還が全額

免除となる４年間の勤務期

間を満了する方が出てくる

が、継続して勤務するのか、

または退職するのかといっ

た意向等について、確認等を

する必要があると考える。                           
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 ３ 人材育成  ３  

  ・地域の中核病院として十分に機能するため、

部門、職種及び階層に応じて年度毎に研修計

画を策定し、学会、研究会及び研修会への参

加と職務上必要な資格の取得を計画的に促

進し、病院経営を効率的かつ戦略的に行える

経営感覚に優れた職員や医療法規に精通し

た職員を育成する。 

・医師については、各分野の認定専門医、看護

師については、専門看護師、認定看護師等の

資格取得を促進するとともに、薬剤師、診療

放射線技師、臨床検査技師等の医療技術職に

ついても、専門性と医療技術の向上に向けた

計画的な研修計画を策定する。事務職員につ

いては、診療情報管理士等の必要な資格取得

を促進する。 

・病院経営や医療事務等の事務に精通した職員

の確保及び育成に努め、医療制度や医療環境

の変化等に的確に対応できるよう体制を強化

する。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画 

研修会等参加者数 １００人

認定看護師養成機関

への派遣 
１人

 

・地域の中核病院として高度な専門医療を提供し、医

療従事者の教育・研修に努め、継続的に地域におけ

る医療の質の向上を図るため、職種や階層に応じた

研修計画を策定し、学会や研究会、研修会への参加

及び資格取得を促進するとともに、医療法規や戦略

的な病院経営に優れた職員の育成を図った。 

 

・医師や看護師、コメディカルなど医療職種ごとの専

門資格の取得を促進するとともに、専門性と技術向

上に資するよう、計画的な人材育成に努めた。また、

事務職員については、診療情報管理士等の必要な資

格取得の促進に努めた。 

 

 

 

・病院経営や医療事務等の事務に精通した職員の確保及

び育成に努めるとともに、外部委託等を活用し医療制

度や医療環境の変化等に的確に対応できるよう体制

を強化した。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

研修会等参加数 延７６０人

認定看護師養成機関へ

の派遣 
    １人

 

３ ３ ●研修会等の参加数が延べ

７６０人ということで、１人

１回以上の参加状況となっ

ており、高度な専門医療を提

供する職員の育成に取り組

んでいることについて評価

する。 
 看護の質向上に向け、専門看

護師・認定看護師・特定行為

研修修了者数の増加に向け

た支援等の取組をお願いし

たい。                                                             
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 ４ 働きやすい職場環境の整備  ３  

  ・職員を対象とした満足度調査やメンタルヘル

スケアを実施するなど、職員一人ひとりにと

って安心して働くことができる働きやすい職

場環境づくりに努めるとともに、ワーク・ラ

イフ・バランスに配慮した職場環境や各種制

度等を整備する。 

 

 

・医師・看護師等の業務負担を軽減し、労働時

間や勤務環境の適正化を図るため、医師事務

作業補助者や看護補助者を適正に配置する。

・増加する職員のニーズに合わせた院内保育所

の拡充、育児短時間勤務制度等の育児中の職

員に配慮した勤務形態の運用、職員の休暇取

得の促進等の取組を進める。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

職員の満足度調査の実施

（ヒアリング等） 
１回

ストレスチェックの実施 １回

メンタルヘルスケア研修

の実施 
１回

医師事務作業補助者の増

員 
２人

看護補助者の増員 

（うち非常勤） 

７人

（５人）

健康増進休暇の取得率 ８０％
 

・職員を対象に満足度調査やストレスチェック等を実施

し、ワーク・ライフ・バランスに配慮した職員一人ひ

とりが安心して働くことができる職場環境づくりを

推進するとともに、育児休業や短時間勤務制度等を整

備し、福利厚生を充実させることにより、離職率の低

下及び職員のモチベーション向上に努めた。また、職

場での悩みごと相談に対応するため外部相談員を配

置した。 

・医師・看護師等の業務負担を軽減するため、外部委託

等を活用し、人員配置の適正化に努め、確保した人員

を医師事務作業補助者や看護補助者として配置した。

・生後９週目から保育を行う院内保育所の拡充や、育児

短時間勤務制度や健康増進休暇等の取得に配慮した

勤務形態及び人員配置に努め、職員の休暇取得の促進

等の取組を推進した。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

職員の満足度調査の実施

（ヒアリング等） 
   １回 

ストレスチェックの実施    １回 

メンタルヘルスケア研修

の実施 
   １回 

医師事務作業補助者の増

員 
  ２人 

看護補助者の増員 

（うち非常勤） 

   ３人 

（増減なし） 

健康増進休暇の取得率   ８２％ 
 

３ ３ ●医師事務作業補助者、看護補

助者の増員により、時間外勤

務時間の減少につながって

いるのか示していただきた

い。 
●働き方改革関連法が平成

３０年６月に成立し、平成

３１年４月１日から施行さ

れたことに伴う、時間外労働

の罰則つき上限規定、年次有

給休暇の年５日取得義務付

けや、正規職員と非正規職員

との間での不合理な格差禁

止（同一労働同一賃金）及び

勤務間インターバルの確保

などといった努力義務化へ

の対応状況について示して

いただきたい。 
 また、職員の満足度調査の結

果を受けての改善内容等に

ついて示していただきたい。                    
 ５ 職員給与の原則  ３  

  ・職員の給与については、診療報酬改定等のメ

ディカルセンターを取り巻く状況と業務実

績を踏まえ、弾力的かつ職員の定着を促進す

るよう給与制度の見直しを必要に応じて行

・職員の給与については、診療報酬改定等のメディカル

センターを取り巻く状況と業務実績を踏まえ、弾力的

かつ職員の定着を促進するよう給与制度の見直しに

努め、次年度の昇給幅の縮小について職員に対して説

３ ３ ●昇給幅を抑えることにより、

給与等の面での職員のモチベ

ーションが下がり、職員の定

着率の低下を招くといった
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う。 明を行った。 ことも懸念されるため、十分

配慮していただきたい。 
 

３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置  ２  
 １ 健全な経営基盤の確立  ２  

   健全な経営基盤の確立 

・理事長のリーダーシップのもと病院幹部等で

構成する執行部会を中心に、副センター長や

各部門責任者、院内委員会等に明確な役割分

担と適切な権限配分を行うことで、組織全体

に経営改善への意識を醸成するとともに、メ

ディカルセンターが有する人材・施設設備を

最大限に活用して、経常収支・資金収支を改

善し経営を安定させるための方策を講じ、将

来にわたって公的な役割を果たすことができ

る安定的な経営基盤の確立を図る。 

・中期計画、年度計画及び経営健全化計画に掲

げる目標を達成するため、全ての職員が目標

を共有し、協力して目標を達成するための仕

組みを構築するとともに、日々のモニタリン

グ等による目標達成のための進捗管理を徹底

して行うことで、収益の確保や費用の合理化

を図り経営を改善する。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

経営健全化計画の策定

（再掲） 
６月末までに策定

各部門責任者からのヒ

アリング（再掲） 
２回

職員を対象とした運営

状況の説明会（再掲） 
２回

健全な経営基盤の確立 

・理事長のリーダーシップのもと病院幹部等で構成する

執行部会を中心に、副センター長や各部門責任者、院

内委員会等に明確な役割分担と適切な権限配分を行

うとともに、各部門責任者からのヒアリングや全職員

を対象とした運営状況の説明会を実施することによ

り、組織全体に経営改善への意識の醸成を図った。ま

た、メディカルセンターが有する人材・施設設備を最

大限に活用して、新たな施設基準の取得を目指すな

ど、経常収支・資金収支を改善し経営を安定させるた

めの方策を講じ、安定的な経営基盤の確立に努めた。

・中期計画、年度計画及び経営健全化計画に掲げる目標

を達成するため、理事長をはじめとする各部門責任者

等で構成する運営会議を月２回開催するとともに、全

職員を対象とした運営状況の説明会を開催し、徹底し

た進捗管理を行うことで進捗状況の把握や評価に努

め、全ての職員が目標を共有し、経営の改善に努めた。

 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

経営健全化計画の策定

（再掲） 
策定済み

各部門責任者からのヒア

リング（再掲） 
      １回 

職員を対象とした運営状

況の説明会（再掲） 
１回 

２ ２ ●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。

●実質的な経営状況は、計画よ

り悪化しているものと考え

る。 

●今後、黒字化への転換を図っ

ていこうとしているなかで、

収益の増加はこの先も見込

めるのか、また収益の規模を

どの程度まで見込んでいる

のかといったことについて

示す必要があると考える。 
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経常収支比率 ８９．９％

医業収支比率 ８７．５％
 

経常収支比率 

   １１９．９％

（センターの経営の健全化に要

する経費 3,000 百万円を含む。

当該経費を考慮しない場合は

86.2％となる） 

医業収支比率    ８３．７％
 

   経営情報システムの整備 

・業務執行に係る意思決定プロセスや経費支出

の承認プロセスに係るチェックシステムを構

築するとともに、理事長の指示や法人のミッ

ションが確実に職員に伝達される仕組み及び

職員から役員に必要な情報が伝達される仕組

みを整備し、それらを活用した効率的な業務

運営を行う。 

経営情報システムの整備 

・職員が適正かつ効率的に業務を執行するとともに、業

務の実績に関する評価を適正に行うため、業務執行や

経費支出に係る管理フローを整備し適切な運用に努

めた。また、運営会議や経営改善のヒアリング、内部

イントラネットによる情報共有等により、役員と職員

間において情報が確実に伝達される仕組みを整備し、

効果的な業務運営に努めた。 

３ ３ ●「業務執行や経費支出に係る

管理フローを整備し適切な

運用に努めた。」という点に

ついて、どのように努めたの

か具体的に示していただき

たい。 
      

 ２ 収益の確保と費用の合理化  ３  

   収益の確保 

① 入院収益・外来収益の確保 

・診療報酬改定等に的確に対応するとともに、

適正なベッドコントロールによる病床稼働

率の向上、また高度医療機器の利用の向上に

より収益を確保する。特に、患者の流出が多

い医療圏であることから、消防や医師会及び

地域医療機関との連携を強化することによ

り、診療圏の拡大や重症患者をはじめとする

入院患者及び外来患者の増加を図るととも

に、それに見合った手術数を確保する。 

・診療報酬については、適切に算定・請求する

仕組みを構築し、請求漏れや査定・返戻の防

止の徹底に努めるとともに、未収金について

適切に管理し、発生防止や早期回収に努める。

・ＤＰＣ／ＰＤＰＳ(診断群分類別包括支払制

度)における医療機関別係数の検証に基づき、

効率的な医療の提供を通じて収益を確保する。

収益の確保 

① 入院収益・外来収益の確保 

・理事長を中心とした医師確保への継続した取組と、医

療事務等に精通した職員の確保及び育成に努めると

ともに、外部委託等を活用し医療制度や診療報酬改定

等に的確に対応できるよう体制を強化した。また、地

域医療機関等との連携を図り、紹介・逆紹介の増加を

図ることにより、入院患者及び外来患者を適正に確保

しつつ、メディカルセンターの機能を十分に活用した

手術件数の増加につなげ、医業収益が計画値を上回っ

た。 

・医療事務に精通した人材の活用により、診療報酬を適

切に算定・請求するとともに、継続した研修会の実施

など請求漏れや査定・返戻の防止徹底に努め、未収金

について適切に管理し発生防止や早期回収に努めた。

・施設基準の上位基準の取得により、ＤＰＣ係数の向上

に努めるとともに、効率的な医療の提供を通じて収益

を確保した。 

３ ４ ●平均在院日数について、計画

の１０．０日に対し実績が

１２．１日になったことの原

因等について示していただ

きたい。 

●各地域において、急性期の病

院から回復期の患者さんを

受け入れてくれる病院の病

床が埋まってしまうような

状況となると、必然的に急性

期の病院における在院日数

は長くなってしまうといっ

たことがある。 
●収益の確保に係る関係項目

の実績に対する評価という

ことであれば、計画を上回る

収益を計上したことから、評

価については「４」としたら

どうか。 
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 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

経常収益 ７，３８２百万円

入
院 

病床稼働率 

(対稼働病床) 
８５．０％

平均患者数 ２１４．３人／日

診療報酬単価 ６５，２７６円

平均在院日数 １０．０日

査定率 ０．３％

外

来

平均患者数 ３７０．０人／日

診療報酬単価 １２，０００円

査定率 ０．５％

手術件数 １，８５０件

高度医療機器利用件数 対前年度増

 

② 診療報酬改定への対応 

・診療報酬や医療制度の改定に基づいた医療提

供体制の整備を迅速かつ適切に行い、収益を

確保する。 

 

・診療報酬上の加算措置や施設基準の取得につ

いては、費用対効果についても十分に考慮し

た上で検討する。 

 

 

③ 保険外診療収益の確保 

・保健福祉を担う自治体担当部局や医師会との

連携を図り、適切な役割分担のなかで保険外

診療収益の確保を図る。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

経常収益 

１０，６６０百万円

（センターの経営の健全化に要

する経費 3,000 百万円を含む）

入
院 

病床稼働率 

（対稼働病床） 
８７．７％

平均患者数 ２２８．８人／日 

診療報酬単価 ６５，３８０円 

平均在院日数 １２．１日 

査定率    ０．４８％ 

外
来 

平均患者数 ４２０．５人／日 

診療報酬単価 １２，０５１円 

査定率    ０．５０％ 

手術件数 ２，１１５件

高度医療機器の稼働数 前年度比３７．１％増

 

② 診療報酬への対応 

・診療報酬や医療制度の改定に対応した加算措置や施設

基準の取得に努め、医療の機能分化やその強化に必要

な７対１入院基本料を堅持する等の医療提供体制の

整備を図り、収益の確保に努めた。 

・メディカルセンターのもつ医療資源を最大限活用する

とともに費用対効果等を検討し、ハイケアユニット入

院医療管理料２を新たに取得したほか、医師事務作業

補助体制加算及び急性期看護補助体制加算の上位基

準を取得した。 

③ 保険外診療収益の確保 

・自治体保健福祉部局や医師会等との連携を密にし、地

域医療機関との役割分担を明確にしたうえで、インフ

ルエンザ予防ワクチン等の個別接種を行い、保険外診

療収益の確保を図った。 

 

●手術件数の２６５件の増が

入院診療単価の増加につな

がっていないと考える。その

理由等を把握しているので

あれば示していただきたい。

●平均在院日数が計画に対し

２日程度延びたことが、病床

稼働率の上昇の要因のひと

つであると考える。入退院支

援の強化やクリニカルパス

の適用件数の増加といった、

適正な入院日数に向けた対

策はとられていると思うの

で、他の原因等について把握

をしているのであれば示し

ていただきたい。 
●外来、入院ともに患者数が増

加していることから「４」と

評価する。外来、入院ともに

患者数が増加している理由

について示していただきた

い。 

●収益確保策として、今年度に

おける新たな取組はどうい

ったものがあり、どの程度の

効果を見込んでいるのか示

していただきたい。 

 また、収益の確保に向けた取

組には、それに応じた費用を

要するものもあると思われ

るので、効果については、収

支でみた場合のものとして

整理し、示す必要があると考

える。 
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 ●収益の増加に伴い支出も増

加することは必至であると

考えるが、各種経費の抑制に

向けた取組に努めていただ

きたい。  
   費用の合理化 

・最小限の費用で最大限の効果を得ることを念

頭においた適正な予算配分と執行管理を行う

とともに、目標を持った徹底したコスト管理

を行うことにより、職員のコスト意識の向上

を図る。 

・透明性、公平性の確保に十分留意しつつ既存

の外部委託等の見直しや複数年契約、複合契

約等の多様な契約手法の導入、ベンチマーク

等の指標を活用した薬品・診療材料の調達コ

ストの見直し、在庫管理を適正に行い院内在

庫を必要最小限に抑えるとともに、ジェネリ

ック医薬品を積極的に採用するなど、徹底し

た費用の節減を図る。 

・業務をより効果的に行うためのひとつの指標

として、原価計算についての合理的な算出根

拠を検討し、導入に向けた準備を行う。 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

経常費用 ８，２１４百万円

医業収益対材料費率 ２４．９％

医業収益対経費率 ２１．４％

医業収益対職員給与

費率 
６３．９％

ジェネリック医薬品

採用率 
８０．０％

 

費用の合理化 

・予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を活

用した予算執行を行うとともに、目標を持ったコスト

管理を行うことにより、効率的・効果的な事業運営に

努め費用の節減等を図った。 

 

・用度事務体制を強化し、透明性、公平性を十分確保し

つつ、複数年契約に係る委託業務の仕様の見直しや複

合契約等の多様な契約手法を取り入れ、診療材料費等

の購入価格を見直し、適正な在庫管理を行った。また、

ジェネリック医薬品を積極的に採用し、徹底した費用

の削減に努めたが経常費用については目標値に及ば

なかった。 

 

・利益管理・原価管理を目的とした原価計算について、

診療科別収支状況報告の仕訳方法を検討したが、導入

にはいたっていない。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

経常費用 ８，８８８百万円

医業収益対材料費比率    ２４．２％

医業収益対経費比率    ２４．９％ 

医業収益対職員給与費

比率 
   ６４．５％ 

ジェネリック医薬品採

用率 
８６．６％ 

 

２ ２ ●経費の削減に向け、千葉県か

らの追加財政支援の一部を

材料費等の支払期日の適正

化に充て、契約内容の見直し

等を図ったとのことだが、そ

の効果額の見込みについて

示していただきたい。 
●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。

●職員給与費、経費について、

計画を超える支出額となっ

た原因等について示してい

ただきたい。 
●診療科別の収支の整理につ

いて、検討はしたものの実施

には至っていないとのこと

だが、経営上の課題の把握や

分析をするうえでは必要と

考える。 
 実施に際しての課題等とし

て捉えているものがあれば

示していただきたい。 
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 また、県立病院など、他の病

院の状況等について確認を

し、参考としたらどうか。  
   経常収支・資金収支の進捗管理 

・経常収支・資金収支については、ＥＶＭ手法

を用いて進捗管理を徹底するとともに、月単

位で詳細な財務分析を行い、執行部会等に報

告・検討することで、計画の確実な実施を図

る。 

経常収支・資金収支の進捗管理 

・ＥＶＭ手法により、計画が予算及び予定の観点からど

のように遂行されつつあるか定量的に評価し、コスト

効率と進捗率を同時に管理し、執行部会等に報告する

とともに、迅速に検討及び意思決定することにより、

計画の達成に努めた。 

３ ３ ●実施時期、評価方法等の具体

的な取組内容について示し

ていただきたい。 
         

４ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置  ２  
 １ 財政負担の原則    

  ・運営費負担金等（地方独立行政法人法（平成

１５年法律第１１８号）第８５条第１項に基

づき設立団体が負担すべき経費及び同法第

４２条に基づき設立団体が交付できる金額

をいう。以下同じ）は、「地方独立行政法人

法等の施行に係る公営企業型地方独立行政

法人の取扱いについて（平成１６年４月１日

総財公第３９号総務省自治財政局公営企業

課長通知）」中、「第一 設立団体が負担すべ

き経費等について」に定められた基準によ

り、救急医療、災害時医療等の政策医療に係

る経費及び高度医療、小児医療、周産期医療

等の不採算経費に充てる。 

・長期借入金等元利償還金に充当する運営費負

担金等については、経常費助成のための運営

費負担金等とする。 

 

 

 

・設立団体からの長期借入金を財源とした医療

機器の整備については、設立団体の財政負担

を伴うことを十分に考慮した上で、投資効

・財政負担の原則のとおり不採算経費に充当した運営 

費負担金の額。 

総 額：  ５６０，３１０，０００円 

東金市：  ４２７，０５５，０００円 

九十九里町：１３３，２５５，０００円 

センターの健全化に要する経費（県補助原資） 

総 額：３，０００，０００，０００円 

東金市：２，２０８，０００，０００円 

九十九里町：７９２，０００，０００円 

 

 

 

 

・長期借入金等元利償還金に充当した運営費負担金の

額。 

   総 額：  ２５０，１６０，７３４円 

東金市：  １９７，０４９，７８８円 

九十九里町： ５３，１１０，９４６円 

  

・設立団体からの長期借入金を財源とした医療機器の整

備の額。 

  該当なし 
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果、地域の医療需要、医療技術の進展等を総

合的に勘案し、中長期的な投資計画を策定の

上、計画的な整備、更新を行うとともに効果

的に活用する。 

          

 ２ 地域に対する広報  ３  

  ・ホームページの機能強化やフェイスブック等

のＳＮＳの活用、広報誌（東千葉メディカル

センターＮＥＷＳ）や設立団体の広報紙を活

用した医療体制や取組などの情報発信等、

様々な手法を用いた幅広い広報活動により、

メディカルセンターの理念や運営方針、診療

体制など、病院運営に関する適切な情報の普

及啓発を行う。 

 

 

 

 関連する計画数値  

事  項 平成３０年度計画

広報誌発行回数（再掲）      ４回

ホームページやフェイスブ

ックによる広報活動（再掲） 
１２回

設立団体の広報紙へのコラ

ム等の掲載（再掲） 
１２回

 

・ホームページのリニューアルによる機能強化や、フェ

イスブックの活用を推進し、外来案内、入院案内、診

療科の開設状況、病棟の開棟に伴う診療情報等をリア

ルタイムで提供するとともに、病院施設の特長を積極

的にアピールした。また、広報誌（東千葉メディカル

センターＮＥＷＳ）の発行や設立団体の広報紙を活用

した医療体制や取組などの情報発信等、様々な手法を

用いた戦略的な広報活動により、メディカルセンター

の理念や運営方針、地域医療機関との役割分担をはじ

めとした病院運営に関する適切な情報を提供し、その

普及啓発を行った。 

 関連する事項の実績等  

事  項 平成３０年度実績 

広報誌発行回数（再掲）  ２回

ホームページやフェイスブッ

クによる広報活動（再掲） 

ホームページ６２回

フェイスブック４３回

設立団体の広報紙へのコラム

等の掲載（再掲） 
１１回

 

２ ３ ●「大項目第１ 住民に対して

提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき

措置」における「中項目５

患者・住民サービスの向上」

のうちの「小項目  広報活

動の充実」と同様、評価「３」

とすることで良いか。 

●広報誌の発行が２回に留ま

ったことは改善を要するも

のと考えるが、ホームページ

やフェイスブック等の積極

的な活用による情報提供が、

適時に、充実したかたちで行

われていると判断し、「３」

と評価する。 

●自己評価を「２」としている

点について、計画数値が未達

成となったことなどによる

評価であるとの想像はつく

が、自己評価欄の記載内容で

は低い評価としていること

の理由が明らかになってい

ないと考えるため、記載内容

について検討いただきたい。
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 ３ ボランティアとの協働  ２  

  ・多様なサービス向上につながる地域のボラン

ティアとの協同体制の構築を検討する。また、

センタープラザや病院敷地内のスペース等を

活用し、ボランティアによるイベント等を開

催する。 

 

・地域からのボランティアを募集し、地域との

交流を深める。 

・ボランティアによるロビーコンサートやピアノによる

定期演奏会などを開催し、患者や来院者へ憩いの空間

を提供した。また、多様なサービス向上につながる地

域のボランティアとの協働体制の構築について検討

を重ねているが、患者の案内などを行う院内ボランテ

ィアについては、その構築まで至らなかった。 

・地域からのボランティアの協力により花植え等を行

い、地域との交流を深めるとともに病院敷地内の環境

美化を推進した。 

２ ２ ●院内ボランティアが未導入

であるという現状を踏まえ、

法人の評価と同様「２」とす

ることで良いか。 

●自己評価を「２」としている

点について、自己評価欄の記

載内容では低い評価として

いることの理由が明らかに

なっていないと考えるため、

記載内容について検討いた

だきたい。 

●計画において、院内ボランテ

ィアの導入に係る具体的な

記載がないなか、自己評価を

「２」としたことの理由につ

いて示していただきたい。 

●院内ボランティアの導入に

向けた取組について、継続し

て進めていただきたい。 
 

５ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画    

 省略（財務諸表等による。） 省略（財務諸表等による。）    

６ 短期借入金の限度額    

 １ 限度額    

  ・５００百万円 ・平成３０年度においては、短期借入を行っていない。    

 ２ 想定される短期借入金の発生事由    

   

 

  

運営費負担金等の受入遅延等による資金不足

への対応 

その他、偶発的な資金不足への対応 

・同上 

 

 

         

７ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画    

 ・平成３０年度においては、該当する財産の処

分はない。 

・平成３０年度は該当する財産の処分はない。 
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８ 前章に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画    

 
・平成３０年度においては、重要な財産の譲渡

等に関する計画はない。 

・平成３０年度においては、重要な財産の譲渡等に関す

る計画はない。 

         

９ 剰余金の使途    

 
・剰余金が生じた場合は、病院規模の拡充、施

設設備の整備、医療機器等の購入、長期借入

金の償還、人材確保事業及び人材育成事業の

充実に充てる。 

・平成３０年度においては、左記項目の充実に充てる剰

余金はない。 

 

 

              

10 料金に関する事項    

 １ 料金    

 
 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

・理事長は、料金として次に掲げる額を徴収す

る。 

健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７

６条第２項（同法第１４９条において準用す

る場合を含む。）及び高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７

１条第１項の規定に基づく方法により算定

した額 

健康保険法第８５条第２項（同法第１４９条

において準用する場合を含む。）及び高齢者

の医療の確保に関する法律第７４条第２項

の規定に基づく基準により算定した額 

 及び 以外のものについては、理事長が別

に定める額 

省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

 ２ 減免    

  
理事長は、特別の理由があると認めるとき

は、料金の全部又は一部を減額し、又は免除

することができる。 
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11 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項    

 １ 施設及び設備に関する計画    

  
・平成３０年度においては、施設及び設備に関

する計画はない。 

・平成３０年度においては、施設及び設備に関する計画

はない。 

        

 ２ 積立金の処分に関する計画    

  
・平成３０年度においては、積立金の処分に関

する計画はない。 

・平成３０年度においては、積立金の処分に関する計画

はない。 

        

 


